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 Ａ群・施設・設備等を維持・管理するための学内的な責任体制の確立状況 

 

 法科大学院棟については、教学面では教授会・施設管理委員会を設置しているが、財産管理面は大

学施設課の担当である。 

 

 

 Ｂ群・学術資料の記録・保管のための配慮の適切性 

 

 学術資料は、ローライブラリに保管している。 

 なお、情報インフラとして次の電子ツールを利用している。 

 ① 法令・判例・文献等の検索システムを当初より導入。 

 ② 講義室・演習室等、自習室各キャレルに端末を設置。 

 ③ 無線LANの導入。 

 ④ 2006年度より学内補助金を得て、「電子メール利用によるロースクール教育プログラム」の開発

を行っている。 

 

 

 Ｂ群・国内外の他の大学院・大学との図書等の学術情報・資料の相互利用のための条件整備とその

利用関係の適切性 

 

 法科大学院固有のものは整備していない。 

 

 

2-7 図書館及び図書・電子媒体等 

 

 Ａ群・図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他教育研究上必要な資料の体系的整備とその量的整備の

適切性 

 Ａ群・図書館施設の規模、機器・備品の整備状況とその適切性、有効性 

 Ａ群・学生閲覧室の座席数、開館時間、図書館ネットワークの整備等、図書館利用者に対する利用

上の配慮の状況とその有効性、適切性 

 Ａ群・図書館の地域への開放の状況 

 Ｂ群・学術情報の処理・提供システムの整備状況、国内外の他大学との協力の状況 

 

 法科大学院固有の図書館・資料室として「ローライブラリ」を設置・運営している。その特徴は以

下の通りである。 
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 ① 法科大学院固有の図書室であり、図書の管理は法科大学院で行っている。 

 ② 開架式ではあるが、貸出しは行っていない。法科大学院教職員以外にもオープンになっている。 

 ③ 内容的には、紙媒体図書としては、法科大学院カリキュラムに特化した法令集、判例集、法律

関係書籍・雑誌類が中心である。ただ、現在のローライブラリに要求されるのは紙媒体だけでは

なく、電子ツールによる資料検索設備の充実も重要である。この電子ツール部門に関しては、検

索用CPを数台配置するとともに、院生の学習用キャレルにも端末を用意し、万全を期している。 

 ④ 以上の利用については、専任のローライブラリアン２名が常駐し、院生のさまざまな需要に対

応している。 

 

 

2-8 社会貢献 

 

 Ｂ群・研究成果の社会への還元状況 

 

 以下を検討中である。 

 ① 法科大学院教育に関する公開シンポの開催。 

 ② LAW REVIEWの発刊。 

 

 

 Ｃ群・地方自治体等の政策形成への寄与の状況 

 

 積極的に模索中である。 

 

 

2-9 学生生活への配慮 

 

 Ａ群・奨学金その他学生への経済的支援を図るための措置の有効性、適切性 

 

 ティーチングアシスタント制度、リサーチアシスタント制度は未整備であるが、ともに重要な検討

課題と考えている。 

 法科大学院独自の奨学金制度として以下を実施している。好評であり、改善点はない。 

 青山学院独自の奨学金制度である万代奨学金の特例として、法科大学院生については、①年額

1,200,000円以内を無利子貸与、②希望者全員に貸与、③返還期間は修了後20年以内、とする制度を設

けている。 

 

 




